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〔資料紹介〕
経営診断学と大学教育との接点
—経営診断学の成立と課題を中心として—
冨山忠
1 経営診断学の創立と生成
日本経営診断学会は，昭和43年4月に誕生した。すなわち昭和43年4月14
日，東京霞ガ関，東京会館において，その創立総会を開き全国から約235名
（内委任状153)が参集して行なわれた。平井泰太郎・古川栄一・清水晶の 3
人が議長団のメンバーとして推薦を受け，議事を進行した。そして同学会の
規約・事業計画を決め，第 1回の会長に平井泰太郎（神戸大学名誉教授）を
(1) 
推薦した。
本学会の目的および事業計画等ほ，次の通りである。
（目的）
第2条本会は，経営診断の研究及びその普及を第一義とし，併せてこれに
携わる者の連絡及び懇親を図ることを目的とする
（事業）
第3条本会は前条の目的を達成するため，次の事業を行なう
① 毎年 1回の大会及び毎年2回以上の部会の研究発表並びに討議
③ 日本経営診断学会会報その他経営診断のための資料の作成並びに頒布
⑧ 経営診断用語の統一及び定義の設定
④ 経営診断の体系に関する意見の発表並びに研究業績の表彰
⑥ 内外の関連学会並びに団体等との連絡及び情報の交換
⑥ その他本会の目的を達成するために必要な事業
(1) 日本経営診断学会通報 July20, 1968. Vol. 1 No. 1. 
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（会員）
第 4条本会の会員の種類は次の通りとする
①正会員
(427) 59 
(1) 大学において教授・助教授・講師及び助手として経営診断に関連す
る研究に携わる者
(2) 経営診断の実務経験 5年以上かつ研究歴2年以上の者であって診断
に関連する著書又は研究論文2編以上を有する者
(3) 理事会において適格者として認められた者
R賛助会員
(2) 
経営診断の研究並びに実施をする個人，又は法人若しくは団体
日本経営診断学会の第 1回大会は，昭和43年10月10~12日，明治大学にお
いて開催された。その統一論題を『経営診断学の成立と課題』として，下記
の如く，会員の研究発表ならびに合同討論が 2日にわたって展開せられた。
経営診断学の成立と課題 ：：：：：：上富三郎（明治大学）
経営診断基準としての経営理論の性格 大 塚 俊郎（近畿大学）
経営診断と経営診断学について 伊藤淳巳（大阪市立大学）
未来的融合学としての企業診断 工藤市兵衛（愛知工業大学）
経営診断における普遍性と特殊性 三木信一（神戸商科大学）
経営診断学の一分野としての経営法学的意識論序説
西窪重良兵衛（西窪経営能率事務所）
小売商の診断と商業立地 藤 島 俊（日本商業立地研究所）
経営診断と金融調査との関連 永冨光夫（九州共立大学）
適正規模ないし適正生産方式の導入 倉林良雄（日本大学）
経営意志疎通度研究からみる集団性格 薄衣佐吉 （ 日 本 大 学 ）
なお合同討論会は10月12日，座長古川栄一（一橋大学），テーマ「経営診断学の成立
(3) 
と課題」の下に行なわれた。
日本経営診断学会の第2回大会は，昭和44年10月13~14日，大阪証券会館
において開催された。統一論題を「経営診断の原理と手法」として研究発表
(2) 日本経営診断学会会則 pp.1-2. 
(3) 日本経営診断学会第一回大会プログラムおよび同学会年報（昭和44年9月1日）
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ならびに合同討論が 2日にわたって下記の如く展開された。
（統一論題）
経営診断原則設定の試み
経営診断学成立の前提条件
経営診断の原則と手法
経営診断の課題とあり方
総合的見地から見た経営診断の課題
（自由論題）
EDPS監査技術の一考察 田中 弘（近畿大学）
経営から見る契約自由の原則 西窪重良兵衛（西窪経営能率事務所）
成田ニュータウン計画における商業企画問題について
小林輝一郎（経営コンサルクント）
資料計算と損益計算の統合 守永誠治（青山学院大学）
コンビュータ利用による経営診断の一例岩崎庄一（大東文化大学）
病院診断の原則と手法 工藤市兵衛（愛知工業大学）
なお合同討論会は， 10月14日，座長山城章（一橋大学），テーマ「経営診断の原則と
手法」として行なわれた。
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稔（神戸大学）
この第2回大会において行なわれた公開講演会『70年代の流通革命』（三上
富三郎），『企業成長と経営診断』（古川栄一）には，さしもの大阪証券会館の
(4) 
大講堂も，立すいの余地もないほど聴衆が参加して盛会であった。
上記の全国大会のほかに，関東部会ならびに関西部会も発足し，それぞれ
研究会を開催して活澄な研究討論を重ねてきたことはいうまでもない。
Il 
経営診断協会の創立と設立の趣意
日本経営診断協会は，昭和44年12月6日創立総会を開催して発足した。本
協会設立の目的および事業計画の大要を，その趣意書に基づいて述べてみよ
う。
周知のように，わが国は米国に次ぐ世界第2位の生産国と称せられるが，
国内の産業経済には，まだ多くの問題をかかえ，特に企業は革新時代・世界
的企業競争時代に即応した体質改善を急務としている。従って企業の体質改
(4) 日本経営診断学会第2回大会プログラム
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善の諸問題解決の手段として，学問的・実際的研究の必要なことはいうまで
もない。
日本経営診断協会は， この要請にこたえるために，教授陣・経営者・経営
管理者グループおよび弁護士・公認会計士・税理士・コンサルクントなど企
業内外の識者で，世界経済との関連において日本経済の健全な発展に寄与せ
んとの理念に燃える有志諸賢を創立委員として全国組織，さらに国際的組織
に展開すべく発足した。
そのように企業の体質改善と知識産業に関連する人々の認識自覚を学問的
•実践的に解明することが本協会の目的である。
企業は，今日，次第にワールド化し，日本国内のみならず，諸外国とも提
携して国際的視野を求めてゆく。そこで本協会はまず A.M. A. (American 
Management Association)や A.C. M. E. (American Consulting Manage-
ment Engineers)との提携を，米国大使館を通じて交渉中である。また本協
会は，その目的達成のための研究会・講習会・企業内訓練のほか，自由業と
してマネジメント，カウソセラー・マネジメント，サーヴェイ，オフィサー
の養成と研修を実施する。前者は経営代行者とも言われ，米国においては，
企業成功者が他企業に求められて経営指導する極めて高度の職業人であって，
コンサルクントより高度なものとみなされている。後者は， コンサルクソト
として企業を専門的立場から診断する。それは単なる財務診断ではなく，む
しろそれを予備診断として，職能的部面診断・要素的基本診断・全面的体系
診断と綜合的に展開するのである。
そこで，これら知識産業人の基礎的職能として，次の項目が考えられる。
1. 研究開発
企業に利益をもたらす製品・製造工程および用役を，新しく創り出すため
に科学および工学の手法や技術を応用すること。
2.生産
一定の製品を製造するにあたって，最も経済的な生産法および計画を立案
すること。
3. マーケティ、ノグ
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生産者から消費者または使用者にいたるまでの商品の流通を管理し，かつ
促進すること。
4.財務および統制
会社の金銭的諸活動を計画し，指示し，実施結果を測定すること。
5.人事
効果的な組織機構・公平な待遇・昇進の機会および適正な雇用の安定を実
現させるための方針と計画を立案し，実施すること。
6.対外関係
会社の目的および行動が，社会一般に受け入れられるように計画し，実施
し，調整すること。
7.秘書および法務
商法その他会社関係法規によって要求される義務を履行し，また履行させ
会社の運営および諸関係のあらゆる面について法律的観点から審査を行ない
助言を与えること。
本協会ほ，上の基礎的知識を基盤として，時代に対応した経営管理・経営
診断の新技法を研究し，これを実践して企業の体質改善による成長と安定に
寄与し明日の動向に対処する経営者・管理者および知識産業人の育成のため
の各種業務を実施する。新しい体系のもとで展開されるこの職域ほ，企業の
、ンステム、アプローチとともに，ますます重要な分野となるであろう。
本協会の業務の遂行には，官公庁•金融機関・各種経済団体と密接な連絡
のもとに協力願い， より効果を上げねばならない。
わが国ほ，超先進国の一員として，世界経済に貢献する重大な責務をもち
われわれ知識産業経済に携わるすべての人ほ， この責任遂行のため全力を傾
(5) 
注して，産業経済の成長に寄与する責任がある。
皿 経営診断学の成立と課題
既述のように，本テーマは日本経営診断学会の第1回大会の統一論題であ
って， これを中心に会員の諸研究発表が行なわれた。ここでは，その中で最
(5) 日本経営診断協会設立趣意書（昭和44年12月6日）
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も網ら的に問題性を包括した三上富三郎教授（明治大学）の報告を取りあげ，
要約的に述べるとともに，それに関連する諸他の見解も紹介したいとおもう。
1 経営診断の意義と内容
『経営診断とは，経営および経営活動を計数的・非計数的に分析し，かつ比
較の手法を用い，総合的に経営の経済性の評価を行なうとともに．経営上の
欠陥を発見し，改善の勧告ならびに指導を行なう一連のプロセスである。』
(6) 
と三上教授は定義している。
また，工藤市兵衛教授（愛知工業大学）は『企業診断とは，経営の活動に
ついて批判的ならびに建設的効果的判断を行なうことであり，企業の企業カ
•生活カ・体質を解明・判定し，さらに改善助長することである。それは企
業事象の原因分析的な理論的認識と，これに基づく未来的計画的政策的認識
(7) 
を含み，かつ，経営の分析と総合を内容とする。』という
三上教授ほ，上記のように，経営診断は一連のプロセスであって．その過
程関係ほ下図のように示されるという。
―経
―経
財ー経
財務諸表分析
務営営 営
分比
・析
分評
一較 析 ＿価
経
営
診
断
その各項目は，（経営診断の隣接概念との比較・差別思考によって一筆者注）
次のように解明された。
(1) 財務分析
財務分析ほ，正確には，財務諸表分析 (Analysisof financial statement)と
いうべきものであって，主として財務諸表を分析することによって経営内容
を明らかにし，経営の良否を判定する方法である。
(6) 日本経営診断学会年報（昭和44年 9月1日） p.5. 
(7) 同年報 pp.18ー19.
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(2) 経営比較
『経営比較は，比較によって経営経済の成績を判定しようとする方法である。
されば，経営比較は，財務分析または経営分析から発展した経営批判または
経営管理の一方法にほかならない。しかしここで用いられているものは，た
んなる分析方法ではなく，それが比較分析の方法であるという点に，その最
(8) 
大の方法的特徴が存しているo』 と古川教授の見解を引用し，『経営比較の大
きなねらいは，比較概念を導入し，その比較方法を科学的に究明し，発展さ
せるところにある。』 と三上教授は説明する。
(3) 経営分析
経営分析には，広狭二様の意味がある。狭義の経営分析は，財務分析を中
心とし，これに経営比較の手法を導入した領域である。広義の経営分析は，
経営評価の概念に接近する。すなわち Wheeler教授（ワシントン大学）が
指摘するように，経営分析者のアプローチは，①会社の目的を達成するため
に会社の諸資源とこれら諸資源の管理について，②会社の行動に影響する社
(9) 
外の変化や発展について関心を持つことが必要である。それは要するに，フ
ル・スケールのデークを探究する分析者は会社における『関係ーリレーショ
ン』によって導かれるということである。その関係とは第 1表に示すごとく
である，と三上教授はいう。
第1表会社に適用せられる関係
資 源 経営管理 社外の情勢と動向 会社の目的
自 然］管理機能 業界情勢 利 益
人 間それら それら
ほ， 会社組織ほ， 企業活動の機能面的を
l次の目存 続
資本 ー一→ 仁—→成長
科 学戸会社業務I§t： 一般的経済情勢］『立ービ，
社会・文化れる。コントロール その他の外部的影響 その他の目的
ホイーラー教授ほ，経営の成否は，この「関係」の条件によって測定され
るとしている。すなわち，会社業務のために諸資源の最善の結合がなされて
(8) 古川栄一著「経営比較論」 p.1. 
(9) Bayard 0. Wheeler, Business—An Introductory Analysis pp. 573-575. 
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いるか？ 会社目的達成のために， これら資源がいかに効果的に用いられた
か？ 経営者は社外の諸動向からの影響をよく認識し，かつこれらに適応す
るマネジメントを行なったか？ 等々についての分析が重要であると指摘し
ている。このような意味の経営分析ほ，経営評価に接近する広義の経営分析
である。さらに三上教授は，経営分析には，視点ないし実施上の立場がある
といって， 7項目に分類して示した。ここでは，その個別的説明を省き視点
（立場）の名称を掲示するにとどめる。
①経営者の立場 ②従業員の立場 ⑧金融機関の立場 ④投資家の立場
⑥債権者の立場 ⑥会計士の立場 ⑦コンサルタントの立場
(4) 経営評価
経営評価には，企業の資本価値測定の概念としてとらえる見解と，経営の
良否判定として理解するものとがある。前者ほ企業全体が資本として有する
価値を測定するものであって，その資本とは，個々の財あるいはそれらを一
定の目的のために組織的に結合した経営体が，将来貨幣価値を経済主体にも
たらす潜在能力，またはその主体の貨幣価値の喪失を防ぐ潜在能力として理
(10) 
解する。それは企業の譲渡・合併・組織変更•国家による企業の強制収用・
返還・損害補償・企業担保等の場合きわめて有用な方法である。後者は主と
して外部の諸利害者集団ならびに専門家により行なわれる経営の全般的評価
で，経営の良否判定にその主眼をおく。 AIMの JacksonMartindell理事長
は， この種の評価を Managementaudit of business （企業の経営監査）と
(11) 
称し，次の10のカテゴリーからアプローチするのが適当であるという。
大塚俊郎教授（近畿大学）は，『経営監査を理解するための一つの方法として経営監
査表の利用がある。』といって，その表を， I.組織 I.長期計画 Il. 財務 N. 
人事 V.総務企画 VI.管理統制 vn.マーケティング ＼iJI. 製造 IX.設備・装
置 X.生産方法の10項目に区分し，さらにその下に合計 100の着眼点を表示してい
ば。2)
前記の経営評価のカテゴリーについては，若干の説明が三上教授になされ
(10) 小野二郎著「企業評価の研究」 p.1. 
(11) Jackson Martindell, The Appraisal of Management, 1935, p. 4. 
(12) 前掲年報 p.11. 
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ているので，簡単に触れておきたい。
①経済的機能 このアプローチは，会社のパプリック・バリューを決定す
る試みである。この価値ほ金銭的な価値のみでなく，無形の価値（例えば会
社の名声など）も含む。この意味の経済的機能は，累積的な見地からも評価
することが必要で，会社の経歴も重視する。
R組織機構 組織機構は，権限と責任・コミュニケーツョン・委員会等に
関する問題がよく整備され．当該会社の必要性に合致しているか否かが診断
の対象となる。
⑧収益の健全性 収益の金額や伸びだけが問題ではない。むしろ環境条件
や競争の変化にかかわらず，継続•安定的な収益を保持する経営能力が問題
となる。従って不況期も含めた長期的サイクルの中で検討されねばならない。
また，利益可能性に対して，資産の運用がフルになされているかの吟味も必
要である。
なお「安定的適正利潤」について工藤教授は，『安定的適正企業収益性の如
何は，企業なる生活構造体における諸々の均衡関係の可否を総活動に反映し
ている。ゆえに企業診断においては，安定的適正収益性を構成する収益性・
安定性・未来性等の生産的財務均衡関係係数について．その変化の原因探求
を相互関連的に行ない，その企業力ヘの諸影響要因に関する経営の処理と，
対応への諸影響要因に関する経営の処理と，対応の適否を総合的に判断す
(13) 
る。』 と述べている。
④株主へのサービス a．株主の投資元本の保護 b．社内留保による株式元
本の価値充実 C．相当かつ安全なレベルの株式配当 d．株式市場の確保 e. 
会社経営に関する適切な情報伝達 f．新株式引受権の保護などがその内容で
ある。
⑥研究・開発新しいアイディア・プロセスの創造と研究ならびに研究・
開発費の割合を検討する。
⑥取締役会の分析 取締役会の現状と構成が，オーナーとパプリックに対
する信託機能を遂行するに適性であるかの検討が必要である。また，取締役
(13) 前掲年報 p.19. 
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が異なる角度の視点と違ったフィールドの能カ・経験者によって構成されて
いるか否かも検討の対象となる。
．⑦財務政策財務政策は， a．堅実な会計 b．資源の適切な統制 C．収入・
支出に対する予測と予算 d．資本支出と資本収益の適切な計画 e．資産と負
債，流動資産と流動負債との間の均衡保持について検討される。
⑧製造効率 高品質・低コストの製造活動の検討であるが，そのためには
技術的な能率だけではなく，従業員の高度な協働的意志の高揚が重要視せら
れる。
⑨販売力 販売力の判定は，業種によって相当に異なり，非常に困難だが，
きわめて重要である。これは主としてマーケティング諸力の総合として把握
される。
⑩経営者評価 経営者評価は，前記10のカテゴリーの中で最も重要である。
経営者グループは，各人が全般的管理の努力の中で，それぞれの仕事を追求
し， しかもグループとしての調和を保つことが要請せられる。
命令系統の一元性・環境変化の的確な予測と機敏な把握など種々検討すべ
きことが多い。
上述のように，経営評価の領域は，経営分析より広く，また非計数的分析
も相当に重視される。例えば，前掲の経済的機能・研究開発•取締役会の分
析・経営者評価などは非計数的分析に依存することが多大である。
問題は，「非計数的判定」の適性あるいは，確実性を保証する基準ないし根拠を見出
し難いことであると筆者はおもう。
従って『企業診断が，経営の合理的な総合的認識となるには，方法として財務会計
的数値（過去の財務数値でなく，生産性会計数値）を起点とする分析的認識方法が適
切である。』 とか，あるいは『企業診断においては，種々の技術的方法が合理的な総
合的経営認識方法となって，安定的適正収益性•安定性の達成に役立つのには，すべ
ての具体的経営問題・経営事象を数値に，からませてみる方法を確立しなければなら
(14) 
ない。これが企業診断の根本要件である。』 という工藤教授の見解に，替意を惜しま
ない。そこで現段階での非計数的診断方法も，経営概念や経営用具の革新によって，
可及的に計数化する時代の到来を望むのは筆者のみではないだろう。
(14) 前掲年報 pp.19~20. 
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2 経営診断学の成立
『経営診断ほ，学問的研究よりも，むしろ実践的な要請がより強く，今日わ
が国においても相当な普及をみてきた。しかし実践は理論によって裏づけら
れ，かつ発展せしめなければならぬという観点から，その理論的研究の確立
が要請され， 1968年4月に，日本経営診断学会が創立せられるに至った。』
と三上教授は前置きして，経営診断学のフレームワーク・対象・原則等につ
(15) 
といて，下記のように述べた。
経営診断学が「学」として成立するか否かは論議が多い。これを否定する
(16) 
論者も少なくないが，結論的にいえば『経営診断学は学として成立する。』
問題は経営学との関係である。経営診断が経営上のプリンシプルやルール
を応用するだけでは，学問的確立は期し得られない。経営診断自身の中に，
独自の方法論がなくてはならぬ。また経営診断学としてのフレームワークが
なくてはならない。
経営診断学は，経営診断という実践を対象とする学問である。経営診断の
主体はコンサルクントであり，その対象は経営およびシステムであり，その
目的ほ，経営またはシステムの存続•発展のための勧告である。経営学で開
発された多くの理論・プリン、ンプル・ルールは活用するから，経営学とは大
きくオーバラップする部面はあるが，経営学そのものではない。経営学とほ
異る方法論•本質論が存在するからである。
経営学との方法論上の区別は，経営診断の特徴としての中立性・局外性・
評価性・勧告性指導性にある。経営診断においては，局外的分析方法・非権
限的調査方法・中立局外的判断など経営内部では不可能な方法によって経営
診断の目的を達成しようとする。
経営診断の種類は，『外部からなされる外部診断と企業自ら行なう内部診断とに大き
く分類して考えることができる。外部診断にも，（1）国民経済的見地 (2)行政目的 (3) 
投資目的 (4)取引関係 (5)融資関係 (6)協業関係などの場合，行なわれる経営診断が
ある。それ以外に，企業の将来の安定・成長のために，外部のコンサルタント等によ
(15) 前掲年報 pp.6~8. 
(16) 『経営診断学は，経験的・実践的・かつ規範的な学として成立するはずであ
る』。 と三上教授はいう。（前掲年報 p.7.) ' 
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(17) 
る専門家に診断を依頼する場合がある。』 と大塚教授はいう。
経営診断を，コンサルタントを主体とするものだけに限定する必要はない。あたか
も，内部監査も外部監査と同様に監査活動を行ない，従って双方とも監査学の対象と
なりうるように，と筆者はおもう。そのいわゆる中立性や局外性は，診断の主体によ
って生ずるというより，立場の相違に依存するのではなかろうか。従って経営管理者
としての立場と異る立場，例えば監査的立場においては，内部監査人でも，中立性・
局外性を認めることができるとおもう。もちろん内部診断者と外部診断者とは，調査
上の限界や内容に若干の差異は免れないが，ともに診断を行ないうることでは相違な
く，従って双方の経営診断が経営診断学の対象となりうるとおもう。もっとも，コン
サルタントによる経営診断が研究対象の最たることを否定するのではない。
3 経営診断学の対象（経営診断）の諸原則
『経営診断学は，その対象とする経営診断に適用さるべき原則を確立しなけ
ればならない。』 と三上教授はいい，次の12原則を示して，その各項につき
解説した。
(1) 分析・比較の原則
経営診断には，従来開発された経営分析・経営比較の手法を全面的に活用
するのみならず，開発が比較的おくれている心理的・行動科学的分析の手法
（主として非計数的分析）もさらに適用せねばならない。
(2) 問題明確化の原則
経営診断は，効率的であるためには，問題点の明確化と問題解決に焦点を
しぽる形の経営診断，いわば一種のプロジェクト診断に近い在り方が必要で
ある。
「経営診断の問題点明確化」について，工藤教授は『企業診断の統一的目標
は，経営上の諸問題を分析解明把握し， これを最高管理の立場から総合的に
現在および将来の問題を含めて検討判断解決することである。経営の過程的
または職能的分野につき専門的・分担的になされるすべての部門別診断も，
(18) 
すべてこの基本目標の下に実施されなければならない』という。
(3) 継続性の原則
(17) 大塚教授「経営診断基準としての経営理論の性格」前掲年報 p.9. 
(18) 工藤市兵衛「未来的融合学としての企業診断」前掲年報 p.20. 
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経営ほ， ゴーイング・コソサーンであるから「過去→現在→未来」という
継続体としての経営をとらえる診断であらねばならない。それは，経営の現
在に捉われる診断の否定を意味する。
(4) 全体性の原則
経営ほシステムとしての有機的関連をもつ全体 (awhole)であるから，経
営診断においても，常に，この awhole として診断する態度が要請せられ
る。もちろん部分診断（例えば販売診断・労務診断）はあるが，その場合で
も常に全体との関連を度外視してはならない。工藤教授は，『企業診断は住々
対症的に利用され，また種々の臨床的特殊目的から行なわれ，かつ， しばし
ぼ部分的管理につき，細密的に行なわれる。しかし経営が重患に陥らぬ内に
症状を発見する保健的見地ないし健全成長の観点から，総括的・全般的かつ
(19) 
定期的に行なう経営的企業診断が特に重要である o』 という。
(5) 均衡性の原則
『経営体は，人体と同様に微秒な諸機関・諸機能・諸活動のバラソスである。
その意味で「経営診断はバラソスの診断である」と三上教授はいう。またエ
藤教授は『企業診断では，生産性財務比率により示される財務構造的均衡関
係数値そのものが，決して決定的意義をもつものではなく， この数値を手が
かりとして，抽象的な財務構造的均衡関係を規定する諸々のより具体的な，
経営構造的均衡関係，経営管理的均衡関係を把握・解明，判断するのであ
(20) 
る。』 と述べている。
(6) 個別性•特殊性の原則
『人体が，その体質・病状を異にすると同様に，経営もそれぞれ個別性•特
殊性および歴史性を持っている。従って経営診断は，一般論・抽象論でなく，
個別性•特殊性にミートする診断でなければならない。』 と三上教授はいう。
また工藤教授は『企業診断は，一方，対象企業の個性に即し，主体性を理解
しながら，他方，客観性を堅持しなければならない。かかる特色をもつ経営
認識としての企業診断の方法は，一面科学的であるとともに，他面，実践的，
(19) 工藤市兵衛前掲年報 p.18. 
(20) 前掲年報 p.20. 
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現実的でなければならない。例えば，中小企業庁編，中小企業の経営指標や
原価指標を，実際企業に適用する場合には，当該企業の形態・規模・立地・
業種・顧客層など，また企業の基本構想・政策・方式・技術などの特殊性を
(21) 
勘考して，相当の修正を施す必要がある。』 と述べている。
(7) 未来志向性の原則
『経営診断は，経営の将来の動向に関する勧告の基礎データを提供するので，
本来的に未来志向を欠ぐことはできないo』 と三上教授は述べている。また，
大塚教授も『経営診断に携わるものほ，絶えず未知の将来における経営方策
(22) 
・方法・制度によって，チャレンジされている。』 という。
さらに工藤教授は「未来的精密科学」「未来的融合学」の確立の必要を主張
して，次のように述べている。
『企業診断は，当該経営の特殊性に即しつつ，経営の内外的な諸影響要因の
変化について変りゆく経営活動力，すなわち企業力を， したがって企業目的
達成力を総合的に判断する。その際未来的な面では予測しにくい諸要因を考
慮しなければならぬ点において，企業診断ほ経営学理論上未解決の問題を含
・ (23) 
んでいる。』 そこで『新しい診断学ほ，いわゆる自然科学的方法や社会科学
的方法・近代的社会科学を駆使し，これらを融合して，未来的精密科学とし
(24) 
ての企業診断学を確立することがわれわれの任務であろう』と。
(8) 費用・効果対応の原則
外部コンサルタソトによって行なわれる経営診断には，当然費用が伴なう
依頼企業としては，投入する費用に十分見合う診断効果を期待するので， コ
ンサルタントとしても9 費用・効果対応についての責を果さねばならない。
(9) 勧告・指導の原則
経営診断には，分析・評価のほかに，勧告および指導が伴なう。そこで勧
告や指導のあり方についての研究がなされなければならない。
(21) 前掲年報 p.22. 
(22) 前掲年報 p.13. 
(23) 前掲年報 p.19. 
(24) 前掲年報 p.23. 
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(10) 中立性・局外性の原則
経営診断が経営自体と本質的に異なる点が，この中立性・局外性の問題で
ある。中立性・局外性は部内性と対立して考えることができる。部内性にお
いて解決不可能な問題解決が，中立性・局外性において可能である。しかし
反面に，中立性・局外性なるが故に請査・分析に限界のあることも知らねば
ならない。
(1) 診断システム化の原則
『経営診断もシステム化されることが要請せられる。将来・経営診断をコソ
ピュークーに乗せる場合，システム特にソフトウェアについての開発が要請
されるであろう o』 と三上教授はいう。また工藤教授は企業は『管理構造的
・階層的に，そして経営領域上は関連的に，総合的に，あるいは合体的に行
なわれる。またこれは財務構造的管理的技術的な基準により体系的に行なわ
れる。さらに長期または短期的に行なわれる。これらの諸項目が企業診断の
基本的特性を形成するのである。そこで，この特質を完備するためには，企
業診断が企業経営自体について定期的に（システマテックに一筆者注）行な
(25) 
われなければならないo』
なお『外部経営診断において，問題点を早目に摘出し，診断をより正確に
実施するために，一定の様式を定め，限定した決算数値による経営分析を行
なうことが必要である。』 とも述べた。
診断のシステマ化に伴い当然考えられるのはコンピュークーの利用である
が，その方向（原則と路線）について，示唆的な意義をもつものとして岩崎
(26) 
報告は好個の資料となるであろう。 "， 
(12) 診断員倫理の原則
経営診断に従事するコンサルタソトは，診断員倫理の墓盤に立って診断を
行なう必要がある。例えば『診断員は，診断によって知り得た企業の秘密は，
いかなることがあっても他に渦らしてはならない』ということは，診断員の
(25) 前掲年報 p.20. 
(26) 岩崎庄一（犬東文化大学）「コンピュータ利用による経営診断の一例」日本経営
診断学会第 2回大会発表要旨 (1969.10. 13) pp. 16-19. 
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倫理の一つである。 （会計士・医師等の専門的職業 (profession)には，それ
ぞれの職業倫理があるように，経営診断業にも，その設定を期待する。一筆
者）
4 経営診断学の課題
『経営診断学は，経営診断に関する技術論・制度論・政策論についても多く
の課題をかかえている。』 と三上教授はいって，その主なるものを次のよう
に示した。
(1) 方法論の確立が要請せられる。
(2) 経営診断の制度•特に国の制度の在り方に貢献しなくてはならない。
(3) 経営診断の目的を達成するための関連諸科学の統合としてのインクー
ディップリナリ・アプローチの問題がある。すなわち，行動科学・医学・エ
学・心理学・社会学・経済学など多くの関連諸科学のインクーディシプリナ
リ・アプローチが要請されることは当然である。さらにコンビュークー・コ
ンサルティ、ノグの問題の解決などがある。
(4) マクロ・システムの診断への展開の問題がある。経営診断ほ，単に企
業というミクロ・システムだけではなく，その上部システムとしてのマクロ
的な流通システム等々のマクロ・システムにまで診断の対象が拡張されるが，
その場合の手法の開発などがある。
筆者は，マクロ的経営診断ほ，単に企業の収益性原理に基づく私益追求のためのも
のだけでなく，社会的公益性原理に基づく社会公共の福祉を目的とする経営診断も必
要な時期がくるだろうと思う。それは官庁や外部団体に強要されて行なうのではなく，
企業が自主的に行なうものである。
この種診断の内容は，例えば商品の価格・従業員の賃金および雇用条件・広告宣伝
等の社会的影響・地域社会への公害等について，当該企業の経営政策ならびに実施状
況を検討し批判して，社会的責任という立場から勧告し，あるいは指導を行なう一連
のプロセスである。
本診断は，収益性原理に基づく経営診断のように，毎年度に行なわず，数年の間隔
をおいて行なうこともできる。それは社会的責任行為の成果は，短期間に現出しない
事由にもよる。
本診断の成否は，診断員の適性ならびに経営者の社会的責任意識とその実行力に依
存することが大きい。米国においては，この種診断の実施で比較的多い形態は，（1）既
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存のコンサルタントに依嘱する事項の中に，社会的責任遂行の成績評定を含める型，
(2)学者その他の専門家に依頼して，その責任遂行の方法改善に指導を受ける型である。
米国の進歩的経営者は観念的に社会的責任を意識しているのではなく，鋭意その責
任遂行に創意工夫をこらし，その実現に努めている。わが国で，この種診断が実施さ
るれまでには，社会的・経済的事情に基づく要求の激化と，経営者の社会的責任意識
(27) 
の革新向上および大学教育におけるこの分野の啓蒙ないし開発を必要とするであろう。
IV 経営診断と経営監査
Jackson Martindell (A. I. M.理事長）は，経営の良否判定を志向する経
営の全般的評価を経営監査 (Managementaudit of business) と称したが，
(28) 
以下で紹介しようとする (Leonardの経営監査 (Managementaudit)も，多
くの点で経営診断に近似することが明らかになるであろう。
1 経営監査の意義目的および内容
経営監査の性格を経営診断との関連で概括的に述べると，次のようになる。
『経営監査とは，会社・官庁またはその構成分子（部課）の組織機構 (orga-
nizational structure) ならびに計画・目標・営業手段および人的物的資源の
利用について，総合的かつ建設的に検査を行なうことである。』 とLeonard
(29) 
は定義している。
経営監査の主要な目的は，監査対象の中に伏在する欠かんや不合理を明ら
かにし，可能な改善策を示し，よってもって経営管理が最大の効率的管理統
制ができるように役立てることである。
換言すれば，経済的展望 (economicoutlook)・組織機構・政策およびその
実施方法・管理統制・不正防止・差異分析（目標と実績の差異解析一筆者
注） ・人的物的資源の利用などについて，適性・的確性・信頼性・有効性等
（町） 冨山忠三「社会的監査」（Socialaudit)」IAANews日本内部監査協会 No.41
(36. 8. 10) p. 1.および拙稿「経営者の社会的責任の構造」関西大学経済・政治研
究所第24冊 (1968)pp. 25-29. 
(28) William p. Leonard, The MANAGEMENN AUDIT. An Appraisal of 
Management Method and Performance, 1961. 
(29) Leonard, ibid. p. 35. 
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を検討し評価することである。もちろん監査目標は，依嘱会社の諸事情によ
って異るので一律一様ではないが，一般的には，分析・比較・評価によって，
経営方式や業績の改善に向って経営者を援助せんとするにある。
2 経営監査の活動領域
経営監査の活動領域において，最も主要な項目は生産ならびに販売を中心
とする経営活動に関するものであって？前者はさらに，生産関係（製品の多
様化・細分化・規格化ならびに単純化等の関係）と生産要素関係（原材料・
部品・労働・エ湯設備関係等の関係）が監査圏内に入り，後者は，販売分野
において市場予測・販売経路・販売価格等の検討批判と販売業績の評価が，
その活動領域に属する。この種の領域が経営診断の活動範囲と酷似している
ことはいうまでもない。なお Leonardは上記の監査領域を下記の視点で，
さらに展開している。
(1) 計画と目標 (Plans and obectives) 
(2) 組織機構 (Organizational structure) 
(3) 政策と実行 (Politicies and practices) 
(4) 制度と手続 (Systems and procedure) 
(5) 統制の方式 (Methods of control) 
(6) 営業の方法 (methods of operation) 
(7) 人的物的資源の利用 (Human and physical faciliti•(e3s0)  
(1) 計画と目標
いかなる監査領域においても，経営の全体的目標と計画との相関関係が基
礎概念となる。いうまでもなく，経営活動が所期の目標を達成するには，諸
経営活動が統一的にチームワークできる秩序が絶対的に要請される。そこで
経営計画が，その秩序にプラスするか否かを検討することが監査の第一義と
なる。さらにまた．経営能率の測定にも， 目標と計画との関係思考が絶対的
に要求されるのである。なお Leonardは， 目標の細分化に伴うその相互関
(30) Leonard, ibid. pp. 43-73. 
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連性を強調するとともに，その相互間の矛盾を現在・過去・将来に亘って検
討すべきであるとし， 12項に分類して示したが，筆者は，それを 5項目に集
約して略述することとした。
① 目標の理想性と実行可能性との相克を，どのように均衡させたか。
R 目標と現実的具体的な指導指標との関連性と統一性を，どのように成
功（あるいは失敗）させたか。
⑧ 目標の合理性・論理性と指導性・教育性・監督性との間の競合を，ぃ
かに調整したか。
④ 目標とする業績 (performance)と実績 (result)との差異を， どのよう
に処理したか。
⑥ 一般目標は，企業の存続•発展と社会的責任との矛盾に，そなえてい
たか。
(2) 組織機構
組織機構の監査では，その機構が経営の諸機能を適切に現実的に反映させ
るか否かを検討しなければならない。経営活動に必要不可欠な機構や重要な
機構を認識し，その各機能と機構との配合関係や機動性を吟味し，批判する
ことが根本義である。
(3) 政策と実行
まず政策の遵守状況が問題となる。この遵守性の検討には，周期的監査が
必要である。このことをマーチャンダイジンクに関連していえば，①購入の
責任問題 ②購入の承認権 ⑧発注申請書 (requiredspecifications)に関す
る規定の遵守状況 ④供給先の利用価値・信頼等の検討が行なわれる。また，
マーケティングに関しては，①商品関係（品質・スクイル・銘柄等） R販売
価格 ⑧販売経路 ④販売促進活動 ⑥販売員の選定・養成等を批判して，
その改善策を提起する。これらの監査は決して探偵的なものではなく，建設
的なものでなければならない。要するに監査の諸領域において，有効適切な
政策の有無と政策の遵守性・効率性が監査行為の視点となるのである。
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(4) 制度と手続
本監査においてほ，制度設定の目的と，その内容を確め， 目的と制度との
関連性を検討しなければならない。要ほ，制度と手続の企業利益への貢献度
を測定し，評価することである。もしそれを正確に確認できぬ場合でも，業
務遂行の速度・正確性・秩序あるフローか否かの視点で，制度と手続の機動
性・有効性を判断することができよう。
(5) 統制の方式
企業の統制方式は，経営成果を， 目標・標準あるいは基準のような意図的
業績と比較することを内包する。従って有効な統制を行なうには，継続的か
つシステマチックな業績測定が要請される。また，意図的業績と実績の差異
の原因を究明して修正的行動に必要な手段をとらねばならない。そうした一
連の統制方式の有効性を評価することが，本監査の重要な視点となる。
(6) 営業の方法
企業経営において，最良な成績を挙げるには経営の各機能間に，また部課
間に活動上，適当な均衡関係を保つことが必要なことはいうまでもない。す
なわちー機能の業務遂行は，他の機能の業務遂行と適当に調整されて，はじ
めて効率を挙げうるからである。いま一つ重視すぺきことは，営業に影響を
与える社会経済の変化である。例えば，市況の急変・過当競争等の襲来は，
在来の営業方法を一新せざるをえないことすらある。その場合に，経営者の
意思決定は，企業の生死にかかわる重大性をおびてくる。要ほ，企業が所期
の利益を得て営業しているか否かを検討することが本監査の主要な眼目であ
るが，営業利益に影響する企業内外の要因，短期的・長期的視角から判断す
る場合の不確性・不安性をどう把えるかなど困難の多い監査となるであろう。
(7) 人的物的資源の利用
人的資源についてほ，従業員の技能・弱点等の調査，メリットの等級づけ
などの形での会社の人事制度を評定することができる。人事政策および手続
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は，文書にすべきであって，それが経営者の産業関係原理 (industrialrelation 
philosophy)を今日的に反映しているか否かを検討しなければならない。 ま
た労務関係の法規にも照合する必要がある。面接や任命方法等も検討の対象
となり，仕事に対する従業員の不満・不服従・協調不足等も人事の欠かん・
拙劣・誤謬・失敗を明らかにする。監査人は，充分な事実を集収し，詳細な
勧告をつけて監査報告書を提出しなければならない。
物的資源についてほ，資本財の調達と運用の権限・・資産保全に関する政策
と手続・資金需要の先見と予算・計測の方法等について検討しなければなら
ない。その意味で監査人は物資に対する質董両面の測定方法の知識をもつ必
要がある。
さて Leonardの経営監査については，上記のように，その性格素描に終
ったが経営監査の理論や実践についてほ，多くの論義が残されているのは言
うまでもない。とくに実践面では，監査計画・監査制度・監資技法（経営業
績の測定方法を含む） ；監査報告書作成などに問題があり，監査基準の問題
ほ理論的にも実践的にも重要な課題となるであろう。
あとがき
大学教育において，「経営監査」の関連科目としては，従前から「経営管
理」「経営分析」「経営比較」等の教科があった。そうした単一科目，または，
それらの累積のほかに，相関教育課程（CorrelatedCurriculum)ないし融合
教育課程 (FusedCurriculum)としての可塑性を筆者は思念している。
たまたま日本経営診断学会および日本経営診断協会が創立されて，両団体
の会員となったのを契機として，まず経営診断に関する資料を整理した。本
稿は，その一端を紹介したものにほかならない。
筆者は，かねがね，科学的成果を大学教育の中で如何に展開させるかに最
(31) 
大の関心を持ち続け，あるときは会計教育の，また他のときはマーケティ、ノ
(31) 拙稿「監査概念拡大化への反抗」「会計」第75巻第6号（昭和34年6月）
同「経営監査の教科的性格」関西大学商学論集第8巻第6号（昭和39月2月）
同「会計教育の諸問題とその展開」前掲論集第10巻第3.4.5合併号（昭和40年11
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(32) (33) 
グ教育のあるいは欧米の経営教育の教授過程の研究に遍歴してきたが，今後，
それらを関連的に統合する経営診断学の構造や教授過程の研究に投錨してみ
たいとおもう。
教育実践的には，数年来・演習において経営診断学を部分的に取り扱って
きたが，これを綜合的・組織的に系統づける「経営診断学」を構想し，それ
を教授過程に展開する方途を研究し，批判し，逐次実施にうつしてゆきたい
とおもう。
月）
(32) 拙稿「ハワードの教授過程論」前掲論集第12巻第 2号（昭和42年 6月）
(33) 同「欧州における経営教育と権威主義」前掲論集第12巻第4.5.6合併号（昭
和43年 2月）
